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昨日成立した令和２年度補正予算のうち「専修学校における遠隔授業の環境構築の加速に

よる学修機会の確保」に係る申請手続き等についての事務連絡です。各都道府県の私立専

修学校所管課及び補正予算の申請を御検討される専修学校の方々は、必ず確認をお願いし

ます。 

 

事 務 連 絡  

令和２年５月１日  

 

各都道府県私立専修学校所管課 御中 

 

 

文部科学省総合教育政策局生涯学習推進課 

 

 

令和２年度補正予算（第１号）「専修学校における遠隔授業の環境構築の加速による 

学修機会の確保」に係る申請手続き等について 

 

 

平素より高等教育行政の推進に御協力いただきありがとうございます。 

既に報道で御案内のとおり、昨日、令和２年度補正予算（第１号）が成立しました。本補正

予算には、大学・短期大学・高等専門学校・専修学校において、遠隔授業の設備及び体制の整

備を行い、デジタル技術を活用した高度な教育が提供できる環境の整備を推進するため、「大学

等における遠隔授業の環境構築の加速による学修機会の確保」として２７億円が計上されてい

ます。（このうち、専修学校分は積算上、２．７億円） 

今回の補正予算は、「新型コロナウイルス感染症緊急経済対策」（令和２年４月２０日変更閣

議決定）を踏まえ編成されたものであり、補助金申請及び執行の迅速性及び適切性を確保する

観点から、別添１の「専修学校における遠隔授業の環境構築の加速による学修機会の確保 補

正予算の申請・執行に関する基本的な考え方」（以下、「基本的考え方」という）に基づき、申

請・配分等を執り行います。 

各都道府県におかれては、管下の学校法人または準学校法人が設置する私立専修学校（専門

課程及び高等課程に限る。）に対して、「基本的考え方」の内容を御案内するとともに、計画調

書等を作成するよう伝達いただき、貴職においてとりまとめ、下記のとおり御提出いただきま

すよう、お願いします。短期間での作業をお願いすることとなりますが、補助金申請及び執行

の迅速性及び適切性を確保する観点から、御理解・御協力のほどよろしくお願いします。 

 

記 

 

１．提出期限  令和２年６月１２日（金）１７時必着 

           ※ 期限までの提出が困難な場合は、個別に本事務連絡末尾に記載の

問い合わせ先に御相談願います。 
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２．提出先  文部科学省総合教育政策局生涯学習推進課専修学校教育振興室 

 

３．提出方法 ＜学校法人等＞ 

            計画調書作成要領を参照の上、必要となる様式等を作成し、都道府

県が別途定める提出期限までに都道府県担当部局へ紙媒体及び電子媒

体で御提出願います。※電子媒体での送付が必要な書類は、計画調書作成要領を御確認ください。 

           ＜都道府県＞提出先：専修学校教育振興室(syosensy@mext.go.jp) 

            学校法人等から提出された計画調書等を確認・とりまとめの上、提

出期限までに文部科学省宛てに紙媒体及び電子媒体で御提出願います。 

            また、別紙様式「申請一覧」を作成の上、あわせて紙媒体及び電子

媒体で御提出願います。※電子媒体での送付が必要な書類は、計画調書作成要領を御確認ください。 

※ メールの件名は「【提出】（都道府県名）専修学校遠隔授業補正予

算計画調書」としてください。 

 

４．補助対象経費その他重要事項   

①補助率は2分の1以内とします。 

           ②補助対象経費の詳細については別添２「専修学校における遠隔授業

環境整備事業（仮称）制度概要（案）」を参照してください。 

           ③本補正予算は「私立学校情報機器整備費補助金」として交付します。

本補助金に係る交付要綱については、現在財政当局と協議中であり、

内容が確定次第、改めて御案内します。 

           ④本補正予算は、「新型コロナウイルス感染症緊急経済対策」（令和２

年４月２０日変更閣議決定）を踏まえ編成されたものであり、補助

金執行の迅速性を確保する観点から、一定の要件を満たす場合には、

補助金の交付内定日前に行った契約についても補助対象とする方

向で調整を行っています。一定の要件の内容や申請方法については、

決定次第、改めて御案内します。 

           ⑤「基本的考え方」の「（２）補助金申請及び配分の額について」にも

記載のとおり、計画調書を提出したものの、本補正予算で配分でき

なかった機関の申請内容については、文部科学省において今後の支

援検討に活用させていただきます。 

 

【本件問い合わせ先】 

  文部科学省総合教育政策局生涯学習推進課専修学校教育振興室（足立、桑代） 

〒100-8959 東京都千代田区霞が関3-2-2 

  TEL  03-5253-4111（内線3958、3280） FAX  03-6734-3715 

   Mail syosenshu@mext.go.jp 

 ※ 現在、文部科学省では、可能な限り出勤を回避することで新型コロナウイル

ス感染症の拡大を防止しつつ、必要な業務を確実に継続するための取組を行っ

ています。このため、お問い合わせについては原則メールでいただけますよう、

お願いします。 

 



専門学校等における遠隔授業の環境構築の加速による学修機会の確保 

補正予算の申請・執行に関する基本的な考え方 

 

                   令 和 ２ 年 ５ 月 １ 日 

文部科学省総合教育政策局 

                生 涯 学 習 推 進 課 

 

標記の補正予算に関し、「新型コロナウイルス感染症緊急経済対策」（令和２年４月７日 

閣議決定）を踏まえ、補助金申請及び執行の迅速性及び適切性を確保する観点から、以下 

の基本的な考え方に基づき、補助金の申請・配分等を執り行う。 

 

（１）対象機関について 

「新型コロナウイルス感染症緊急経済対策」の趣旨を踏まえ、遠隔授業を現在実施して

いる、又は速やかに実施することを計画している専修学校専門課程及び高等課程（以下「専

門学校等」という。）を、補助金申請・執行の対象とし、以下のとおり「緊急性」が高い学

校より重点的に配分する。 

 

「緊急性」に係る事項は、以下のとおりとする。 

・ 緊急性順位１ 特に重点的に感染拡大の防止に向けた取組を進めていく必要がある「特

定警戒都道府県」の区域に所在する専門学校等 

・ 緊急性順位２ 緊急事態宣言の対象区域に属する都道府県にあって、施設の使用制限や

地域の移動制限に係る要請が発出されている都道府県に所在する専門学校等 

・ 緊急性順位３ 学校が所在する地域にクラスターが発生するなど、感染症対策の緊急性

が高まっている地域に所在する専門学校等 

・ 緊急性順位４ その他特別な事情により、遠隔授業の実施に係る緊急性が高い専門学校

等 

 

（２）補助金申請及び配分の額について 

各専門学校等に対し、予算の範囲内で、申請額を配分（ただし、本補正予算で学生用貸

与ルーターを整備する場合は１万円／台を上限と）することを原則とする。ただし、申請

に補助対象ではない経費が含まれる場合など、その他申請額を圧縮する必要がある場合は、

査定を行う。 

各専門学校等では、補助金申請にあたり、以下（３）に掲げる留意事項に十分に留意い

ただき、真に必要な経費のみを申請していただくものとする。（出来るだけ多くの対象機関

に配分できるよう配慮） 

 

（３）計画性・効率性・実現性・その他留意事項について 

「新型コロナウイルス感染症緊急経済対策」の趣旨を踏まえ、各専門学校等の補助金申

請及び執行にあたっての留意事項を以下に示す。以下の留意事項は、補助金配分にあたっ

ての審査項目ではないものの、補助目的を達成するために重要な事項であることから、各
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専門学校等において厳に留意いただくようお願いする。 

 

（イ）計画性 

・ 遠隔授業に関する現在までの準備・検討状況を踏まえて、必要な経費を計画的に申請

すること 

・ 専門学校等における遠隔授業に関する実施計画を策定し、今後の導入スケジュールを

明確にしておくこと 

 

（ロ）効率性 

・ 遠隔授業の実施にあたり、既存の設備や人員の最大限の活用を図ること 

・ 生徒の通信環境や学内・地域の通信量等に配慮し、遠隔授業の効果的・効率的な方法

を組み合わせて行うこと（例：オンデマンド授業、音声＋スライド教材による授業、双

方向型遠隔授業、放送大学の活用、画質調整等によるオンライン教材の低容量化、教材

のダウンロードを回線の比較的空いている時間帯に指定、など） 

・ 他機関（他の専門学校等）と連携し、例えば共同調達によるコスト削減等、スケール

メリット等を活かした設備環境整備を検討すること 

 

（ハ）その他留意事項 

・ 実施にあたっての課題とその解決策を広く共有しながら、遠隔授業の実施を進めるこ

と 

・ 本予算は補正予算であり、国による後年度負担の措置を前提にしていないこと 

・ 遠隔教育の受講者に留学生が含まれることも考慮し、留学生の通信機器の契約手続き

への支援（通訳、保証人等の有無）、予定の時期に渡日出来なかった外国人留学生への遠

隔授業についても留意すること 

・ 遠隔授業の実施に当たっては、以下に掲げるこれまでの通知等を十分に参照すること 

 

・ 令和2 年3 月24 日付総合教育政策局長通知「令和2 年度における専門学校等の授業の開

始等について」 

・ 同年4 月1 日付総合教育政策局長通知「専門学校等における臨時休業の実施に係る考え方等

について」 

・ 同年4 月6 日付総合教育政策局長通知「専門学校等における遠隔授業の実施に当たっての生

徒の通信環境への配慮等について」 

・ 同年 4 月 21 日付総合教育政策局生涯学習推進課事務連絡「専門学校等にかかる学事日程等

の取扱い及び遠隔授業の活用に係るQ&A 等の送付について」 



専修学校における遠隔教育環境整備事業（仮称） 制度概要（案）

事業の趣旨・目的
○ 新型コロナウイルスの感染拡大を受け、専修学校において感染リスクが拡大。このため、生徒が「いつでも・どこでも・誰で
も」学修できるよう、デジタル技術を活用した遠隔授業等を積極的に活用できる環境を整備することが必要。

○ 専修学校において、遠隔授業（遠隔の双方向授業・オンデマンド授業）が可能となる設備の整備により、デジタル技
術を活用した高度な教育が提供できる環境を整備する。

事業概要
○ 事業名 専修学校における遠隔教育環境整備事業（仮称）

※私立学校情報機器整備費補助金

○ 対象 新型コロナウイルス対策のために遠隔授業を実施する専修学校（学校法人・準学校
法人） ※専門課程及び高等課程に限り、一般課程を除く

○ 補助対象経費 ①専修学校が行う遠隔授業を実施するために必要な設備整備費
・遠隔授業実施に係るシステム・サーバ等の購入費
・遠隔学習を行うために使用する設備（カメラ、マイク及びこれらの附属品）の購入費

②インターネット回線への接続機能を有する可搬型通信機器（モバイルWi-Fiルー
ター等、その他これらと同等の機能を有すると認められる物品）の購入費

③インターネット回線に接続し、複数の者が情報機器端末を介して双方向送受信を
行う等遠隔授業の実施にあたり必要となるソフトウェアの購入費

（備考） ・②に係る経費については、１台あたり10,000円を上限とする。

（別添２）


